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令和５年度狛江市電気料高騰対策支援金 申請要項

狛江市では、市内事業者の負担を軽減するとともに、その事業の継続を支援するため、電
気料金高騰により影響を受けている市内事業者へ、〔狛江市電気料高騰対策支援金〕を交
付します。

ページ番号は紙面上部に記載しています

【お問い合わせ】
狛江市 市民生活部 地域活性課
☎ 03-3430-1111（内線 2226） 平日 8：30～17：00 ※年末年始除く

chiikikkr@city.komae.lg.jp
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◆１ 交付対象者・交付要件の確認

１ 次の全てを満たしている必要があります。
(１) 令和５年 10 月１日現在で市内に事業所、事務所、店舗又はそれらに準ずるもの（駐車場、倉庫

及びレンタルスペース等を除く。）があること
(２) （１）の事業所等において１年以上事業を営む法人又は個人事業者であること
(３) 申請時点において営業許可の取消し又は営業停止の行政処分を受けていないこと
(４) 法人税法（昭和 40年法律第 34 号）別表第１に規定する公共法人でないこと※
(５) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23 年法律第 122 号）に規定する

性風俗関連特殊営業又は接客業務受託営業を行う者ではないこと
(６) 狛江市暴力団排除条例（平成 25 年条例第 17 号）第２条に規定する暴力団、暴力団員又は

暴力団関係者ではないこと
(７) 宗教活動又は政治活動に関係する者ではないこと
(８) 営業に関して必要な許認可等を取得していること
(９) 納期限が到来した市税の滞納がないこと
(10) 電気料金に関して、令和５年度中に国、都道府県及び市町村より他の補助金等を受給していないこ

と
（※）法人税法別表第１に規定する公共法人：沖縄振興開発金融公庫、株式会社国際協力銀行、
株式会社日本政策金融公庫、港務局、国立大学法人、社会保険診療報酬支払基金、水害予防組合、
水害予防組合連合、大学共同利用機関法人、地方公共団体、地方公共団体金融機構、地方公共団
体情報システム機構、地方住宅供給公社、地方税共同機構、地方道路公社、地方独立行政法人、独立
行政法人、土地開発公社、土地改良区、土地改良区連合、土地区画整理組合、日本下水道事業団、
日本司法支援センター、日本中央競馬会、日本年金機構、日本放送協会

２ 法人（公益法人を除く）の場合は上記10項目に加え、次の要件も必要となります。
(１) 狛江市へ法人設立（設置）届出書を提出していること

◆２ 支援金の確認
本支援金は、令和５年度４月分以降の任意の月の電気料金の 40%の金額に、６か月を
乗じた金額を支援します。（千円未満切り捨て）
※法人は上限 10万円、個人事業者は上限５万円です。
※別紙「電気料確認シート（計算式）」にて支援金の試算をすることが可能です。
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◆３ 支援金の概要

本支援金
の目的

電気料金高騰により影響を受けている市内事業者へ、狛江市電気料高騰対策支援金を
交付することで、市内事業者の負担を軽減するとともに、その事業の継続を支援し、もって
市内経済の維持を図ることを目的としています。

受付期間 令和５年 10月１日（日曜日） ～ 令和６年１月 31日（水曜日）
申請方法 電子申請又は申請書の提出にて受け付けます。
要件 以下の【交付対象者要件】および【交付要件】のすべてを満たす事業者

※ただし、（２）は法人（公益法人を除く）のみ
【交付対象者要件】
(１) 令和５年10月１日現在で市内に所在する事業所、事務所、店舗又はそれらに準
ずるもの（駐車場、倉庫及びレンタルスペース等を除く。）において１年以上事業を営む法
人又は個人事業者であって、申請時点において営業許可の取消し又は営業停止の行政
処分を受けていない者
(２) 市へ法人設立（設置）届出書を提出しているもの
(３) 法人税法（昭和 40年法律第 34 号）別表第１に規定する公共法人でないこと
(４) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23 年法律第 122
号）に規定する性風俗関連特殊営業又は接客業務受託営業を行う者でないこと
(５) 狛江市暴力団排除条例（平成25年条例第17号）第２条に規定する暴力団、
暴力団員又は暴力団関係者でないこと
(６) 宗教活動又は政治活動に関係する者でないこと
(７) 営業に関して必要な許認可等を取得していない者でないこと

【交付要件】

(１) 納期限が到来した市税の滞納がないこと
(２) 電気料金に関して、令和５年度中に国、都道府県及び市町村より他の補助金等

を受給していないこと
支援金の額 交付対象者要件の（１）の事業所等の令和５年４月以降の任意の月の電気料金の

40％の金額に、６か月を乗じた金額（千円未満切り捨て）とします。
ただし、法人の場合は 10万円を上限とし、個人事業主の場合は５万円を上限とします。
※支援金の交付は予算の範囲内で行います。
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申請区分 法人：市へ法人設立（設置）届出書を提出しており、法人税法に規定する確定申告を
行った事業所（公益法人については設立届、確定申告に関する要件を除く）
Ａ 個人事業者：青色申告を行った個人事業者
Ｂ 個人事業者：主たる収入を「事業収入」として白色申告した方
Ｃ 個人事業者：「業務委託契約等に基づく事業収入を主たる収入としており、「雑所得
（その他）」又は「給与所得」として白色申告を行った方

申請回数 交付申請は、１の事業者の所在地につき１回限りとします。ただし、１つの事務所等を複
数の事業者が共用しており、電力契約を分けている場合には、事業者ごとの電気料金の領
収書を提出してください。
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◆４ 提出書類

すべての申請者が共通で提出する書類

（１）令和５年４月分以降の任意の月の電気料金の領収書
【ご確認ください】
① 電力契約及び支払いを行った方と申請者は同一であることをご確認ください。
② 領収書がない場合は、通帳の写し、クレジットカードの利用明細でも可能です。ただし、通帳の
写しやクレジットカードの利用明細の場合は、使用期間・請求額が分かるものも提出してください。

事業者区分ごとに提出する書類
事業者区分 提出書類
法人 （１）法人税申告書（別表一の控えの写し）

※原則として受付印のあるもの。e-tax を利用している場合は
受信通知の写しも併せて提出してください。

※公益法人の場合は市内に事業所等の所在が分かる書類。
（２）市内で営業していることを証明する書類

例）履歴事項全部証明書等
※（１）で確認できる場合は省略可能です。

Ａ 個人事業者
（「青色申告を行った者」）

（１）所得税及び復興特別所得税の確定申告書（第１表の写
し）
※ 原則として受付印のあるもの。e-tax を利用している場合は
受信通知の写しも併せて提出してください。

（２）市内で営業していることを証明する書類
例）青色申告決算書の写し、開業届の写し等

Ｂ 個人事業者
（「主たる収入を「事業収入」とし
て白色申告した者」）

（１）所得税及び復興特別所得税の確定申告書（第１表の写
し）
※ 原則として受付印のあるもの。e-tax を利用している場合は
受信通知の写しも併せて提出してください。

（２）市内で営業していることを証明する書類
例）収支内訳書、開業届の写し等

Ｃ 個人事業者（「業務委託契
約等に基づく事業収入を主たる
収入としており、「雑所得（その
他）」又は「給与所得」として白
色申告を行った者」）

（１）所得税及び復興特別所得税の確定申告書（第１表の写
し）
※ 原則として受付印のあるもの。e-tax を利用している場合は
受信通知の写しも併せて提出してください。

（２）市内で営業していることを証明する書類
例）収支内訳書、開業届の写し、賃貸借契約書等

（３）個人事業者を証明する書類
例）令和４年度中に締結した「業務委託契約書」の写し等
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◆５ 申請から交付までの目安

※本支援金は振込をもって決定したものとみなします。
※提出書類等に不備がある場合や、市税の納付状況の確認が取れない場合は、上記目安より時間がかか
る場合があります。

※電子申請の際には、申請後、受付番号が表示されますので、そちらを控えてください。申請完了メールに申
請状況を照会するＵＲＬが送付されますので、現在の申請状況を確認することができます。

◆６ 決定の取消
申請者が偽りその他不正な手段により支援金の交付を受けたとき等、支援金の交付決定の全部又は一

部を取り消す場合があります。

◆７ 支援金の返還
支援金の交付決定を取り消した場合において、既に支援金が交付されているときは、期限を定めて返還し
ていただく場合があります。

◆８ お問い合わせ

【市役所ホームページ】
https://www.city.komae.tokyo.jp/index.cfm/41,125150,318,html

【オンライン申請フォーム】

https://logoform.jp/form/SuTL/371937

申請～（通常 14日以内） ～ 審査 ～ （通常 14日前後）～振込

お問い合わせ

狛江市市民生活部地域活性課地域振興係

☎ 03-3430-1111（内線 2226） 平日 8：30 ～ 17：00 ※年末年始を除く

chiikikkr@city.komae.lg.jp

オンライン申請フォーム
QR コード

市ホームページ
QR コード

https://www.city.komae.tokyo.jp/index.cfm/41%2C125150%2C318%2Chtml
https://logoform.jp/form/SuTL/371937
mailto:chiikikkr01@city.komae.lg.jp

